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世代間の所得移転の形態と所得不平等

に関するモデル

鞠　　重　錆

1　はじめに

　本稿では・世代間の富（または所得）の移転形態による所得経路及び世代

間の所得不平等について調べることにする．

　ある代表的家計における親世代の所得移転が直ちに子供世代の所得水準を

増加させる非人的移転と，子供の稼得能力を増加させ，その稼得能力の増加

により間接的に所得水準を増加させる人的投資が存在する場合，世代間の所

得移転経路はどのようになるのかを分析する．そのため，親世代の効用関数

が自分の消費と子供の所得水準の関数であるとき，親世代が家族全体の富ま

たは所得の制約の下で効用関数を最大化する問題を考える．また，代表的家

計の平均所得の時問経路を用いて，それぞれのパラメーターによる定常状態

の所得水準への影響，特に，親世代が子供世代への所得移転額のうち人的投

資が占める比率に注目して調べる．その方法として，基本モデルについて述

べた後，それを用いて世代間の所得移転経路について論議し，それを拡張し

て・租税及ぴ政府の移転支出のある場合を分析する．また、それぞれの場合

に世代間の変動係数の自乗を導き出し，所得不平等度への影響要因について

調べる．Becker　and　Tomes（1979），Davis＆Kuhn（1988と1991），Davis

（1986）などの既存の研究では，人的投資と非人的移転を区別せず世代間の

所得分配または所得不平等問題を分析したため，異なる性格を持つ世代間の

所得移転による世代間の所得不平等問題が分析できなかった．

　本稿の主な結論は，次の通りである．
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（162）　　　一橋論叢　第113巻　第6号　平成7年（1995年）6月号

　第1に，親世代から子供世代への所得移転には，1つの税率が課されるも

のではない．非人的移転には物的富の移転課税が賦課されるし，人的投資に

は稼得（勤労）所得課税が賦課される．

　第2に，人的投資の増加により定常状態での平均所得が増加するケースは，

家族全体の富のうち子供世代の所得が占める割合が1／2を越える場合である．

課税を考慮すれば，その割合は1／2より高くなる．

　第3に，家族全体の富のうち子供世代の所得が占める割合θが一定の範

囲では，世代間の所得移転経路の安定性は保証される．課税及び移転支出を

考慮すると，安定性を保証するθの範囲も変わる．

　第4に，所得水準への撹乱項と稼得能力への授乱項の分散が大きくなると

世代間の所得不平等度は増加し，社会全体の平均稼得能力・政府の移転支出

が増加すると所得不平等度は減少する．しかし，人的投資への割合・家族全

体の富の中で子供世代の所得の割合の所得不平等度への効果は一意的に定ま

らない．

　第5に，課税は定常状態での平均所得水準と所得移転経路の安定性の両方

に影響を及ぽすが，政府の移転支出は定常状態への平均所得水準に対しての

み影響を及ぽす．

　論文の構成は次のようである．第2節では，基本モデルについで議論し，

第3節では，それを用いて世代間の所得移転経路について具体的に調ぺる．

第4節では，政府が租税及び移転支出を行う場合の経済的な効果を扱ってい

る．第5節で，世代間の所得不平等度を導き出し所得不平等への影響要因に

ついて調べる．　　　　　　　　　　　　　　　　　’

2基本モデル

　ある社会における代表的家計を看える．この家計はBecker＆Tomes

（1979），Davis（1986），Davis＆Kuhn（1991）のモデルと同じく無性生殖

（asexualreproduction）をする家計である．したがって，個々人の結合を

考えなくてよい．各々の世代はただ1期だけ生存し，世代は重複しない．親
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　　　　　　世代間の所得移転の形態と所得不平等に関するモデル　　　　（163）

は1人の子供を生み，その子供に所得移転を行なう．すなわち人口増加がな

いと仮定する1）．この世代間の所得移転は，子供の所得を直ちに増加させる

非人的移転（例えぱ，子供に非人的投資として残す金融資産）と，子供の稼

得能力（eamingS　CapaCity）に影響を及ぼして所得を変化させる人的投資

（例えば，教育投資）とに区別される．

　親の効用関数は自分の消費と子供の富（または，所得）の関数である2）．

本モデルでは，重複しないそれぞれの世代が1期のみを生存すると想定して

いるので，ストック（富）とフロー（所得）とを区別しない．ここで，富ま

たは所得は子供の効用を代表する変数である．そうすると，親の効用関数は

次のように書くことができる3）．

　　　　　　　　　　　　　q＝q（q，X＋1）　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　このとき，C’，耳。1は各々，親の消費と子供の富である．そして，親は子

供に所得移転を行なう。全体の世代間の所得移転B、は，非人的移転房と人

的投資功として構成され，それぞれ（1一α）とαの割合に配分される．こ

こでは，αは外生的に決まり，その結果モデルの強い制約になるが，親世代

から子供世代への所得移転額が人的投資の額より多く，ある要因（例えば，

社会的・制度的要因など）により世代間の所得移転額における一定の割合が

人的投資に割り当てられると仮定する．

　すると，世代問の所得移転の関数は

　　　　　　　　　　3、＝身十功＝（1一α）3、十α万、　　　（2）

　となる．このとき，人的投資の割合αは，それの収益率の関数になるだ

ろうが，それらの収益率が一定だとすると，（1一α）とαの値も一定となる．

　一方，子供の所得X．1は非人的移転と子供の稼得能力（eamings　capa－

City）E‘。1及び，ランダム所得ω、。1との合計として構成される．これらの

関係を式で表すと（3）式のようになる4）．

　　　　　　　　　　X．1＝（1一α）3’十亙’。1＋ω、。1　　　　（3）

　一方，子供の稼得能力は親の稼得能力と人的投資及ぴ授乱項ε、十1によっ

て影響を受けると想定する．そして，人的投資は子供の稼得能力を増加させ
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（164）　　　一橋論叢　第113巻　第6与　平成・7年（1995年）6月号

図1世代間の所得または富の移転

ψ
親消費　　親の所得（冨 親の稼得能カ

所得人的投資

移転非人的移

撹乱項　　子供の所得（富）

サ

子供の稼得能力

杜会全体

稼得能カ

／　撹乱項

る効果があると仮定する．また，この稼得能力には平均回帰性向（regreS－

sion　towards　the　mean）が存在すると仮定する（Atkinson　and　Stiglitz

（1980，270）5）．この平均回帰性向と人的投資の稼得能力への影響を含めて，

子供の稼得能力の式を，次のように表す6）．（これと似ているものとして，

Becker　and　Tomes（1979．1159），Atkinson　and　Stig1itz（1980，271），

Davis　and　Kuhn（1991，326）を参照されたい．）

　　　　　　　　　　．E’十1＝oo＋o11㍉十α一8、十ε、十1　　　　　　　　　　　　　（4）

　ここで，O〈α1＜1．この条件は家計の個別的な要因として遺伝的な影響で

ある．αoは社会全体の稼得能力を表す．等号の右側の3番目のタームは後

天的な要因であり，それを通じて間接的に子供の所得を増加させる要因とな

る．（人的投資とその他の遺産の効果を分析したものとしては，Becker＆

Tomes（1986）がある．）この場合，授乱項は互いに独立であり，撹乱項以

外の変数との関係についても独立である．また，授乱項の平均はゼロであり・

一定の分散を持つ、すなわち，＾dを仮定する．このような枠組みを図で

描いたものが図1である．

　まず，親の所得（富）は自分の消費と子供への所得移転に分けられる．親
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世代間の所得移転の形態と所得不平等に関するモデル （165）

　　　から子供への所得移転は，人的投資と非人的移転からなる．そのうち，非人

　　　的移転は子供の所得を直接に増加させるが，人的投資は子供の稼得能力を増

　　加させ間接的に子供の所得を増加させる．それ以外に子供の稼得能カヘの影

　　響要因として先天的な親の稼得能力，社会全体の平均的な稼得能力及び授乱

　　項がある．そして，子供の所得は，親からの非人的移転，自分の稼得能カ及

　　　び授乱項からなる．

　　　　このような設定の下で，分析の主な目的になるものは世代間の所得移転経

　　路がどのように展開するか（図1で点線の部分）を調べることである．世代

　　間の所得経路だけではなく，世代間の稼得能力及び所得移転額の動学経路に

　　ついても分析できるが，本稿では世代間の所得経路に焦点を当てることにす

　　　る．

　　　　さて，（4）式を（3）に式代入すると，

　　　　　　　　　　　　X。一＝揖十〇〇十α1凪十ε’。1＋〃。。1　　　　（5）

　　　または，

　　　　　　　　　　　　易＝X．1一（α。十α1均十ε’。1＋・、。1）　　　．（6）

’　　となる．

　　　（5）式をみると，子供の所得は，親からの移転額，稼得能力による所得及

　　ぴ偶然的な所得からなるということがわかる．しかし，この式だけでは，世

　　代間の所得移転経路を把握できない．内生変数である軌凪が（5）式にい

　　　っし上に入っているからである．したがって，一定の関係式を利用して所得

　　水準のみの形にして表さなければならない7）．

　　　親の所得は自分の消費と子供への所得移転額と同じであるので，

　　　　　　　　　　　　　　　　　q＋凪＝耳　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　　の関係にある・しかし・（1）式の効用関数よりわかるように，親は自分の消

　　費だけでなく，子供の所得水準からも効用を得ているので，（7）式は家族全

　　体の所得の制約式に書き換えなければならない．要するに，家族全体の所得

　　の制約の下で効用関数を最大化する．この家族全体の所得の制約を導き出す

　　ため，（6）式を親の所得構成式（7）式に代入して整理すると，
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（166）　　　一橋論叢 第113巻　第6号　平成7年（1995年）6月号

　　　　　　　　q＋X＋1＝X＋αo＋αβ’十ε’十1＋α’十1…S’　　　　　　　（8）

が得られる．

　このS‘が家族の富（fami1ywea1th）である．したがって，親はこの家族

の富を表す（8）式の制約条件の下で，効用関数（1）式を最大化する．最大

化の第1階条件は

署／、諾）一1 （9）

となる8）．

　もし，効用関数がホモセッティクであるとすると（Davisand　Kuhn

（1988と1990），Becker　and　Tomes（1979）），家族全体の富（または所得）

の制約に対する親の消費と子供の所得の関係は次のような関係として表現で

きる．即ち，家族の富のうち一部を親が消費し，残りを子供に移転する9）．

　　　　　　C‘二（1一θ）∫’，X＋一＝θS’，where　O＜θ＜1　　　　（1O）

　そうすると，子供の富は（8）と（1O）式により，

　　　　　　　　　X．1＝θ（什α。十α1凪十ε’。1＋・、。1）　　　　（11）

となる．この式からわかるように，子供の所得（富）は，家族の富のうち子

供世代への移転比率，親の富，社会全体の平均稼得能力，親の稼得能力，及

び稼得能力と富の授乱夕一ムによる影響を受ける．しかし，（11）式の中に

も稼得能力の項が含まれているので，世代間の所得移転経路を表す完全な形

ではない．次の節では，子供の所得から援乱項による影響を消去して，各世

代の平均所得を用いて世代間の所得移転経路を調べることにする．

3世代間の所得移転経路

　授乱項による影響もいっしょに考慮した世代問の所得移転経路を求めるこ

ともできるが10），簡単化のために，掻乱項による影響を消去した世代間の所

得移転経路についてみてみよう．まず，（11）式の平均を取ると，

　　　　　　　　　　　ア叶1一θア‘一θα1易＝θo。　　　　　（12）

となる．そして，（4）式の平均を取って求めた，
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　　　　　　世代間の所得移転の形態と所得不平等に関するモデル　　　　（167）

一　　1　＿　　　　　　＿
凪＝一（凪。rαo一αβ’）……（4－1）を（5）式の平均値
　　　α

γ。十1二助十αo＋αlE‘……（5－1）に代入して整理すると，

　　　　　　　　一　1一　α1（1一α）一α。（1一α）
　　　　　　　　γ’。1＝一凪。1　　　凪　　　　　　　（13）
　　　　　　　　　　　α　　　　　　　　α　　　　　　　　　α

となる．そうすると，（12），（13）式を用いて，世代間の所得経路を求める

ことができる．つまり，（12）式から凪，凪。1を求めて，（13）式に代入すれ

ば，求めようとした世代間の所得移転経路（14）式が得られる．

　　　　　γ’’十2一［θα1α十θ十α1（1一α）］γ’十1＋α1（1一α）θγ’＝θαo　　　（14）

この（14）式が分析の基本式になる．2階の差分方程式となっているので，

この差分方程式の特性根によって，世代間の所得経路が収束するかあるいは

発散するかが定まる．そして，それぞれのパラメーターによる定常状態にお

ける所得水準への効果についても調べることができる．

　そのため，（14）式により定常状態あるいは時間的な意味での所得水準を

求めると，

　　　　　　　　　　一　　　　　　　θ00
　　　　　　　　　γ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）　　　　　　　　　　　　（1一θ）（1－o1）十α1α（1－2θ）

となる．まず，家族の富の中で，子供の所得の割合θ（ここでは，貯蓄率θ

と呼ぶことにしよう．）が増加すると，定常状態での所得水準は増加する．

これは，（15）式をθに対して偏微分することによって確認できる．

　　　　∂ア　　　　　　　　αo［1一α1（1一α）コ

　即ち，一＝　　　　　　　　　　　　　　〉o
　　　　∂θ　［（1一θ）（1－o1）十仰1α（1－2θ）コ2

　なぜならば，αo＞0，0＜ol〈1，O〈α≦1であるからである．

　次に，人的投資の効果について注目すると，貯蓄率の範囲によって，定常

状態での所得水準への影響が異なることがわかる．これを調べるために，同

じく，（15）式をαに対して偏微分すると，

　　　　　　　　∂ア　　　　　　　　　ーθαoα1（1－2θ）

　　　　　　　　　∂α　［（1一θ）（111）十α1α（1－2θ）12

となる．
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（168）　　．一橋論叢　第113巻　第6号　平成7年（1995年）6月号

したが一て，θ・去（θ・去）であれば筈・・（3姜・・）であるこれ

は，人的投資が増加することにより，定常状態での所得水準は増加（減少）

するということを意味する．

　要するに，自分の消費より子供の所得の割合が高い家計であるほど，人的

投資の効果による定常状態での所得水準は増加する．

　一方，他の要因についてみてみると，社会全体の稼得能力αoが増加すれ

ば，また，親からの先天的な影響α1が増加すれぱ，定常状態での所得水準

は増加する11）．

　それでは，所得移転経路とそれの安定性をチェックしてみよう．これは，

（14）式の補助関数を求めることによって，または特性方程式の特性根がど

のような根を持つかをチェックする’ことにより把握できる．（14）式の特性

方程式は次のようである．

　　　　　　b2一λ1あ十ん＝O，

　　　　　　where　λ1…［θo1α十θ十〇1（1一α）］，ん≡ol（1一α）θ

その場合，根の公式の判別式によると，

　　刀＝θ・1α十θ十α1（1一α））2－4α1（1一α）θ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
　　　＝（θα1α）2＋2θ2α1α十2（θα1α）（α1（1一α））十［θ一α1（1一α）］2＞O

であるので，2つの異なる実数根を持つ．2つの異なる実数の特性根をδ1，b2

とすると，

　　　　　　　　　あ1＋62＝θolα十θ十α1（1一α）＞O　　　　　　　　　　　　（17）

　　　　　　　　　515。＝α1（1一α）θ＞0，あ15。∈（0，1）　　　　（18）

の関数が成り立つ．（17），（18）式からわかるように，2つの特性根の和が

（十）であり，その積も（十）であるのでこれは2つの特性根が（十）であ

ることを意味する．つまり，世代間の所得経路が振動しないということを意

味する．しかし，この所得経路が発散するか収東するかは特性根の値の大き

さに依存する．（18）式で2つの特性根の積がOと1の間の値，即ちO＜ゐ1わ。

＜1であるので，少なくとも2つの特性根のうち1つの根はOと1の間の値

を持つようになる．もし2つの特性根がともにO＜わ1，δ。＜1であれば所得経
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　　　　　　世代間の所得移転の形態と所得不平等に関するモデル　　　　（169）

路は収束し・1つの根が1より大きいと，発散することになる．それでは，

所得移転の経路が収束するかあるいは発散するか，言い換えると安定性を持

つかどうかを調べてみよう．そのためには，（1－51）（1丁δ。）の値をチェック

してみればよい・2つの特性根5、，6・が（十）であり，2つの特性根の積がO

と1の間の値，0＜あ1わ。＜1を持つので，（1一あ、）（1一δ、）＞Oであれば，5、，5、

はOと1の間の値を持つようになり，所得経路の安定性は保証される．（17），

（18）式により，

　　　　　　　（1－b1）（1一わ2）＝1一（ゐ1＋わ2）十あ1わ2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
　　　　　　　　　　　　　＝α1α（1－2θ）十（1一θ）（1一α1）

　　　　　　　　　olα十111
となるので・O＜θ＜・。、α・1一。、の範囲では・所得経路の安雄が保証され

る（（19）式が（十）になる）1

　そして，これまでの定常状態での所得式について論じたものに関して輿味

のある結果がいえる．すなわち，θ〈（1／2）のときには，人的投資の割合が

高くなると，定常状態での所得水準は低くなるという結果であった．この場

合を所得移転経路に関連づけていうと，θ＜（1／2）であれぱ，（19）式は

（十）になる．これは特性根の範囲はO〈δ、，あ2＜1であるので，世代間の所

得移転経路は安定的である．

　一方，θ＞（1／2）であれぱ，（19）式の1番目の項が（一）になり，この

（一）の値が，2番目の項の（十）の値を超えると，（19）式の値は（一）と

なって2つの特性根のうち1つの特性根は1より大きくなる．これは，世代

間の所得移転経路が発散することを意味する．（19）式からすぐわかるよう

に，貯蓄率θが1に近づくにつれ，発散する可能性は大きくなるのであ

る，2）．

　　　　　　　　　　4課税及び移転支出の効果

　世代問の所得移転について政府は重要な役割を担う．その主な政策手段は

課税と移転支出である。本節では第2・3節で論じたモデルを用いて課税及

ぴ移転支出の経済的な効果について調べることにする．
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　所得移転の形態が異なる結果，親から子供への所得移転に対して同じ税金

は課されない．現実的に非人的資産に課税されるものとしては資産課税にな

るだろうし，稼得能力の増加分に課税されるものは勤労所得税になるだろう．

　ここでは，政府は非人的移転には課税できるが，人的投資には課税できな

いという状況を考える．しかし，これは課税の漏れではない．なぜならば，

人的投資は稼得能力を増加させ，その増加に伴う稼得（勤労）所得に対して

課税されるからである．

　政府は非人的所得移転及び稼得（勤労）所得に対して一定率にして税金を

賦課し，定額にして移転支出を行なうとする．税金は所得移転を受け取った

子供世代が負担すると仮定する．そうすると，税金と移転支出を考慮した所

得式は，

　　　　　　　　　x．1＝（1一α）狽‘十理叶1＋G。十〃舳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－1）
　　　　　　　　　where　η≡（1一τB），石…（1一τz）

となる．ここで，τBは非人的移転の税率，τ、は稼得能力の収益率への税率・

G。は政府からの移転支出である．また，稼得能力式（4）式は，人的投資に

は課税されないので，そのまま成り立つ．分析のためもう一度書いておく．

　　　　　　　　　　　E，。1一α。十α1五、十α3、十ε、。1　　　　（4）

　すると，課税及び政府からの移転支出を考慮した子供の所得式は，（4）式

を（3－1）式に代人して求めることができる．すなわち，

　　　　　　　X．1＝ψ、十伽1El＋伽。十G。十抽・1切・1・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5－1）
　　　　　　　where　α，…（1一α）ち十α理＝巧十α（石一理）

が得られる．この式からわかるように，子供の所得（富）は親の所得（富），

世代間の所得移転，親の稼得能力及び稼得能力と富の援乱タームだけではな

く，税率と政府からの移転所得によっても影響を受けていることがわかる．

本節の主な分析対象は，租税と移転支出による世代間の所得移転経路への効

果である．

　既に述べたように，たとえ人的投資に税金が課されないとしても，それが

子供の稼得能力に影響を与えているから稼得能力の税率が適用されるのであ
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る（（5－1）式参照）．したがって，それは課税の漏れとはいえないであろう．

要するに，世代闇の所得移転のうち，非人的移転の部分は世代間の所得移転，

税率・そして人的投資の部分は稼得（勤労）所得への税率が適用される．現

実には，前者の非人的移転には，遺産税，譲与税などの資産移転課税が当て

はまるだろうし，後者の稼得能力の増加分に課される税金には勤労所得税な

どが当てはまるだろう．

　第2・3節の同じ過程を経て政府の所得再分配政策による家計の予算制約

式を求めると，次のようである．

　　　　　　耳。1　　　1
　　　　q＋丁＝X＋可｛卿1＋払十q＋塘1・1切・ll・・タ（・一1）

　S8は政府部門を考慮したときの家族の富（family　wea1th）である．する

と，政府部門を考慮した家計の効用最大化の行動は，（8－1）式の制約の下で

効用関数（1）を最大化することになる．その最適条件は

　　　　　　　　　　　　　署／、撃、一吻　　　　（ト1）

となる．前と同じく，ホモセティヅクな効用関数における自分の消費及ぴ子

供の所得と家族の富との関係は

　　　　　　　　　　　・、一（1一θ）・£五一θ・9　　（1。．1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　α2

である．この（1O－1）式に（8－1）式を代入すると，

　　　　　　　X・1＝・。θX＋θ（理、十伽。十G。十猿、。1＋・、。1）　（11－1）

となる。’（11－1）式は世代間の所得の移転経路を表しているが，この式にも、

内生変数である稼得能力E、が含まれているので，この変数を消去して所得

水準のみの関数として表さなけれぱならない．このような状況の下で，前と

同じ過程を経て世代間の所得移転経路を求めると（14－1）式となる．

　　　㌦一［αθ伽1＋竿（1’α）箏一・・1（1一α）帆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－1）
　　　　＝θ［（伽。十（1－ol）q］

この（14－1）式は1課税と政府の移転支出がある場合の分析の基本式にな
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る．もし税率がOであれば，理＝ム＝α2＝1となり，（14－1）式は。（14）式

に還元する．（14－1）式も2階の差分方程式となっているので，その差分方

程式の特性根によって，世代間の所得経路が収東するかあるいは発散するか

が定まる．そして，それぞれのバラメーターによる定常状態における所得水

準への効果についても調べるこ・とができる．ここでは，課税と移転支出とい

うバラメーターの効果に注目してみてみよう．そのため，定常状態での所得

水準を求めると，

　　　　　　　　　　　　　α2θ［（理oo＋（1－o一）Go］
　　　　　　　戸＝　　　　　　　　　　　　　（15－1）　　　　　　　　　　α払（1一θ一・。θ）十α。（1一α1）（1一・。θ）

となる．現実には，所得移転への税率と稼得（勤労）所得への税率が異なる

場合が通常であろうが，簡単化のため，人的投資への税率と非人的移転への

税率が等しい場合をみてみよう．

　つまり，τE＝功（ia谷＝石＝α2…T）である時の定常状態での所得水準は・

　　　　　　　　　一　　θ［（τα。十（111）q）1
　　　　　　　　γ＝　　　　　　　　　　　　　（15－2）　　　　　　　　　　　αo1（1一θ一丁θ）十（1一α1）（1－Tθ）

となる．

　この式からわかるように，税率が高くなると（づ．θ．，Tが低くなると）・定

常状態での所得水準が低くなることがわかる．これは（15－2）式を税率に対

して偏微分して，筈・・（㍑祭・・）となるかど1かをチー1クすればよ

L、． 計算すると，

　　　　　坦一θα・・θ2［叶（111）q］［1一・1（1’α）コ。O

　　　　　　∂T　［αα、（1一θ一丁θ）十（1一σ、）（1－Tθ）］2一

となるので，税率の上昇は定常状態での所得水準を低くする．

次に，政府の移転支出の定常状態での所得水準への影響について調ぺてみ

よう．（15－2）式を政府の移転支出に対して偏微分すると・

　　　　　　　　∂ア　　　　θ（1－o1）
　　　　　　　　∂q一α・1（1一θ一丁θ）十（1一α1）（1－Tθ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　α01＋1一α1
となるので・θの範囲が…θ＜、、、（1。。）。1一、、であれぱ政府の移転支
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ア
出の増加は定常状態での所得水準を増加させる（即ち，一＞Oとなる）13）．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂Go
　さて，課税と移転支出とがある場合には，貯蓄率θと人的投資の割合α

の所得水準への効果はどのようになるだろうか．

　課税と移転支出がない場合と同じく，貯蓄率θが高くなると，定常状態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ア
での所得水準は増加する．（即ち，（15－2）式において一＞Oである．）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂θ
　しかし，人的投資の定常状態における所得水準への効果については異なる

ことになる．政府のない場合には，θ＞（1／2）（θ〈（1／2））であれば，人的投

資への割合が増加することにより，定常状態での所得水準は増加（減少）す

るという関係にあったが，政府のある場合には，その条件が変わる．要する

に，θ・1÷τ（θ・1÷。）であれば人的投資一の割合が増加することによ

り，定常状態での所得水準は増加（減少）するという関係に変わる．このと

　　1　　　1
き・丁く丁了であるので・課税する場合には・人的投資の割合が増加する

と定常状態での所得水準を増加させる貯蓄率の範囲は縮小される．つまり，

　　　　　1　　　　　　　　1
その範囲はτ〈θ＜1から1＋T＜θ〈1に縮小することになり・税率が高く

なればなるほど，人的投資の割合が増加するにつれ定常状態での所得水準を

増加させる貯蓄率の水準は，非常に高い水準に限られることになる．

　さて，課税と政府の移転支出が存在ある場合は所得移転経路の安定性はど

うなるだろうか．それは，前節の論議と同じく，補助関数を求めて特性方程

式がどのような根を持つかをチェックすれぱよい．簡単化のため，τE＝

τ坦（㍑谷＝石＝α2…τ）であるときを調べてみよう、（14－1）式よりその時の

世代間の所得移転経路（14－2）式が得られる．

　　　　　　γ！十1一［αθα1＋Tθ十〇1（1一α）］一■’十1＋α1（1一α）Tθア’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－2）
　　　　　　　＝θ［（Tα。十1（一α。）q1

（14－2）式の特性方程式は，

　　　　　δ2一〃十4＝O，

　　　　　where　A…［θolα十丁θ十α1（1一α）］，λ2…α1（I一α）Tθ

となる．根の公式の判別式より，

843



　　（174）　　一橋論叢第113巻第6号平成7年（1995年）6月号

　　　　　　　　　D＝（θα1α十丁θ十α1（1一α））2－4α1（1一α）Tθ

　　　　　　　　　　二（θ・1α）2＋2θ2・1αT＋2（θα1α）（α1（1一α））　　（16－1）

　　　　　　　　　　　十［Tθ一α1（1一α）］2〉O

　　であるので，2つの異なる実数根を持つ．この2つの異なる実数の特性根

　あ1，b2とすると，

　　　　　　　　　　あ1＋δ。＝θα1α十丁θ十α1（1一α）＞O　　　（17－1）

・　　　　　　δ1δ。＝T・1（1一α）θ〉O，地∈（O，1）　　（18－1）

　　が成り立つ．課税する場合においても，2つの特性根が（十）であるので，

　　これは世代間の所得経路が振動しないということを意味する．しかし，この

　　所得経路が発散するか収束するかは特性根の大きさに依存する．第3節と同

　　じく，（1一δ1）（1－5。）の符号が（十）であれば所得経路は安定性をもつ．

　　　　　　　（1一あ1）（1－b2）＝1一（あ1＋δ2）十δ1あ2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19－1）
　　　　　　　　　　　　　　＝α1α［1一（1＋T）θ］十（1一α1）（1－Tθ）

　　であるので，安定性を保証するための（即ち，（19－1）式が（十）となるた

　　　　　　　　　　　　　　　α1α十1一α1
　　めの）θの範囲は，O＜θ＜　　　　　　　　である　課税のない第3節の
　　　　　　　　　　　　　　α1α（1＋T）十1一α1

　　θの範囲に比べていうと，（1／2）＞（1＋T）であるので，安定偉を保証するθ

　　の範囲は大きくなる14）．

5世代間の不平等度の導出とその影響要因

　第5節では，世代間の平均所得が時問の経過とともに，どのように変化す

るのかを調べる．世代間の所得変動は平均所得のみに依存するものではない．

撹乱項にようても影響を受けているので，これらの要因も合わせて，世代間

の所得変動がどのように現われるのかを分析する必要があるだろう．本節で

は，まず所得の分散を求めた後，これを定常状態の平均の自乗で割うた変動

係数の自乗を導き，それを所得不平等係数として利用する．そして，それに

よる世代間の所得不平等への影響要因を調べることにする．
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　1．政府を考慮しない場合

　（1）所得の分散の導出

　分散の式を求めるためには，第3・4節とは違うて平均値を取らないで計

算すれぱよい．まず，（4）式から変形した

　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　揖＝一（E’。ro。一α1凪一ε’。1）　　　　（4－2）
　　　　　　　　　　　　α

を（5）式に代入して整理すると次のようになる．

　　　・・1一÷凪・1・1l（午）凪・1（α；1）・α麦1ら。1・ψ十、（11一・）

　また，（ユ1）式から五’。1，亙’を求めてこの（11－2）式に代入して整理する

と，授乱項を考慮した所得移転経路の動学方程式（14－2）が得られる．

　　　　　　X＋2一［θolα十θ十α1（1一α）］耳十1＋α1（1一α）θX

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－2）
　　　　　　　＝θ00＋θε’十2＋θ〃’十2一α1θ〃！十1

（14－2）式に平均を取ると，第3節で導出した平均所得経路（14）式と同

じであることがわかる．

この（14－2）式の定常状態での分散を求めると，（20）式のようになる15）．

　　　　。。。（γ）一θ2［1＋α1（’1α）θ］［…（1）十（1・・言）…（・）1（。。）

　　　　　　　　　　　1＋α1（1一α）θ［1＋θα1α十θ十α1（1一α）］

　（2）変動係数の自乗（所得不平等度の導出）

　（20）式の分散式を平均式（15）式の自乗をもって割ると，求めようとし

た変動係数の自乗を求めることができる．その結果が（21）式である．

（㎝）2＝

　　［（1一θ）（1一α1）十α1α（1－2θ）12［1＋・、（1一α）θ1［…（ε）十（1＋α1）…（・）1

　　　　　　　　α；［1＋・、（1一α）θ［1＋θ・、α十θ十・、（1一α）1l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）

　（21）式によって世代間の所得不平等度に影響を与える要因が分析できる．

まず，稼得能力の授乱項εと所得水準の援乱項〃の分散が大きけれぱ大き

いほど・世代間の所得不平度は大きくなる．次に，社会全体の稼得能力αo
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が増加すると所得不平等度は減少する．しかし，人的投資への割合α，家族

の富のうち子供への所得移転割合θ，及び親世代からの先天的な影響α1の

所得不平等度への影響は，増加させる要因なのか減少させる要因なのかは一

意的にいえない．このようなパラメーターについてはシュミレーシ目ン分析

により詳しく調べることができると考えられるが，本稿ではシュミレーシ目

ン分析は行なわない．

　2．政府を考慮する場合

　（1）所得の分散の導出

　課税と政府からの移転支出が存在する場合も，それらのない場合と同様の

過程で世代間の所得移転経路を求めることができる．ここでも，簡単化のた

めに，非人的移転への税率と稼得（勤労）所得への税率が同じである場合

（即ち，τE＝τB＝τ畑硲＝硲＝Tである場合）の世代問の所得移転経路につ

いて論ずることにする．このときの所得経路は（14－3）である．

　　　　　　X＋2一［θα1α十丁θ十〇1（1一α）コX＋1＋Tα1（1一α）θX　　　　　　（14－3）

　　　　　　　　＝θ［Tα皿十（1一α1）G。］十丁θε’。。十θ〃’。。一α1物。1

（14－3）の定常状態での分散は，

　　　　　　　θ2［1＋α、（1一α）Tθ1［T2…（ε）十（1＋・1）…（・）1
　　var（γo）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20－1）
　　　　　　　　　1＋α1（1一α）Tθ［1＋θα1α十丁θ十α1（11）］

となる16）．

　（2）変動係数の自乗（所得不平等度の導出）

　（20－1）の分散式を平均式（15－2）式の自乗を一もって割ると変動係数の自

乗，即ち世代間の所得不平等度が得られる．

（C〃C）2＝

　［（1－Tθ）（1一α1）十α1α（1一θ一丁θ）12［1＋α1（1一α）Tθ1［㌘・e・（ε）十（1＋ol）・ar（α）1

　　　　［Tα。十（1一α1）G。］2［1＋α1（1一α）Tθ［1＋θα1α十丁θ十仰1（1一α）］］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21－1）

政府の移転支出Goと税率丁を除いた他のパラメーターの所得不平等度へ
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の方向は同じであるから，GoとTの所得不平等度への影響についてみてみ

る・まず・政府の移転支出Goが増加すると変動係数の自乗は小さくなる．

しかし・税率丁の変動係数の自乗への影響は，一方ではそれを増加させる

要因，他方では減少させる要因となるので，一意的にいえない．したがって，

税率についてのより詳しい分析もシミュレーシ目ン分析に依存すると考えら

れる．

6終わりに

　世代間の所得移転においてはその移転の形態が異なるケース，すなわち，

人的投資と非人的移転がともに存在するケースが通常であると考えられる．

本稿では，そのような世代問の所得移転に関するモデルを設定して，時間経

路に従う世代問の所得移転経路と，その不平等問題を扱った．世代間の所得

移転が，人的投資と非人的移転としてなされると想定して世代問の所得分配

問題を分析したことは既存の研究にはあまりみられない．

　世代間の所得移転があるとき，政府は非人的移転については税金を課する

ことができるが，人的投資に対しては直ちに税金を課することはできないと

仮定する．しかし，直ちに人的投資に対して課税ができないとしても，それ

は，課税の漏れとはいえない．なぜならば，親の子供への人的投資は，子供

の稼得能力を増加させ，その増加により稼得（勤労）所得の増加をもたらす

と・増加した所得に対して勤労所得税が課されるからである．つまり，非人

的移転額と稼得能力による所得に対してそれぞれ異なった税率が課されるよ

うになる．

　課税及び政府からの移転支出を考慮しない場合，人的投資の割合αの増

加が定常状態での所得水準を増加させるケースは，全体の家族の富のうち子

供の所得の割合θが1／2より大きいケースである．そして，所得移転経路

はθが一定の範囲で安定性を持つ．

　政府が所得の移転額及ぴ稼得（勤労）所得に対して一定率で課税した場合，

課税のない場合に比べて，一定率の税率賦課は定常状態での所得を減少させ
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る効果がある．課税を考慮する場合，人的投資の割合の増加が定常状態での

平均所得を増加させるためには，全体の家族の富のうち子供の所得の割合θ

が政府のない経済に比べてさらに高い経済でなけれぱならない．ところが・

政府からの移転支出は，安定性が保証される限り定常状態での所得水準を増

加させる効果がある．

　そして，世代間の所得不平等については，変動係数の自乗を求めて，それ

に影響を与える要因を調べた．まず，所得の移転額及ぴ撹乱項の分散そのも

のが大きくなると，世代問の所得不平等度は大きくなる．次に，社会全体の

稼得能力が増加すると所得不平等度は減少する．しかし，人的投資への割合・

家族の富のうち子供への所得移転割合，及び親世代からの先天的な影響は所

得不平等度に対して増加と減少の要因なので増加要因になるか減少要因にな

るかは一意的にいえない．このようなパラメーターについてのより詳しい分

析はシミュレーシ冒ン分析が必要であると考えられる．一方，政府の移転支

出Goが増加すると世代間の所得不平等は小さくなる．しかし，税率丁の変

動係数の自乗への影響も，増加・減少どちらの要因となるかは一意的にいえ

ないので，これについてもシミュレーシ目ン分析が必要であると考えられる．
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　　　　＝COV（［θ蜆1α十θ十α1（1一α）コX＋1一α1（1一α）θ｝τ十1＋θαO＋θε’十2＋θω’十2

　　　　　一口1物。1．x．1）

　　　　＝　［θ口1α十θキα1（1一α）コvar（X＋1）一蜆1（1一α）θcov（X＋1，巧つ

hence，

　　　　　　　　　　　　　　　　　［θo　lα十θ十α1（1一α）コ
　　　cov（X＋2，Xキ1）＝cov（X＋1．X）＝　　　　　　　　　　　　var（X＋■）　（A2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［1＋ol（1一σ）θ］

また，

　　　　COV（亙。2，X）

　　　　　＝cov（［θσ1α十θ十α1（1一皿）コX＋1一α1（1一α）θ耳十1＋θ皿o＋θε‘十2　　（A3）

　　　　　十θω’十2一α1θ物十1，x）

　　　　　＝［θ切1α十θ十α1（1一α）］cov（X＋1，X）一〇1（1一α）θvar（X）

したがって，（A2）を（A3）に代入して整理すると，

…（M－／払嵩㌍；；）㌧（1一）l／柵）（・・）

すると，（A2），（A4）を（A1）に代入して整理すると，定常状態での所得水準

の分散式（20）式が得られる．

　今までの分散式の導出と同じ過程を経て，課税と政府からの移転支出が存在する

場合の分散式（20－1）式も求めることができる．

　＊本稿を作成するためにあたって，石弘光教授，野口悠紀雄教授，田近栄治教授，

及びゼミの方々から貴重なコメントをいただいた．紙面を借りて御礼を申し上げた

い．また．匿名のレフ呈リーのコメントは本稿の作成において非常に勉強になった．

匿名のレフェリーの方々にも深く感謝の意を表したい．また本稿の記述に関する一

切の責任は，筆者が負うものである、

1）人口増加がある場合は，すなわち，π人の子供を生む場合には，下の（1）の

効用関数を，蜆γ’1・FX・1、（γ’1・1は，子供1人あたりの所得水準）にして議論

すれぱよい．Davis＆kuhn（1991）参照．

2）Becker＆Tomes（1979）のモデルでは，親の効用関数は自分の消費と子供

全体への適産の関数である．本分析のような効用関数としては、Davis＆kuhn

（1991）のものがある．一方，B㏄ker＆Tomes（1979）のモデルでは，子供へ

の全体の移転額を分けないで分析している．

3）効用関数をqヨq（C’，C、。1）の形にして親世代の消費と子供世代の消費につい

ても分折することができるが，ここで分析の主な目的となるのは世代間の所得移
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　転経路であるので，効用関数をq＝q（C’．X．I）のように表した．このような効

　用関数については，Davis＆Kuhn（1988と1991）がある．一方，ここで，効

　用関数を．（1）式のように一般化した形で書いたが，後述の論議と関連していう

　と非常に制約された効用関数を持つ．例えぱ，コブ・ダスラス型の効用関数であ

　るq＝C’■β炉の形でもよい．ここでは，このようなhomogeneousな効用関数

　を含んだhomotheticな効用関数を仮定しており，明記しなくても議論の展開に

　差し支えないと考えられるので（1）式のように表した、

4）　もともと（3）式は，Y．1＝（1一α）易十ω’。1凪。ユ十〃t．1（ここで，ω’。ユは子供

　の稼得能力における収益率を表す）となるが，一般性を失うことなくω！・F

　ωF1だとすると（3）式のようになる．

5）平均回帰性向は，時間の経過とともに人々の能力が平均に向かう性向をいう．

　これは，Atkinson＆Stig1itz（1980）によると遭伝的な過程によって生じると

　いう．たとえぱ，平均以上の父と平均以下の母が結婚して産んだ子供の能力は平

　均に近いと推測できる．ところが，ClaSS　marriageはこの平均回帰性向を遅ら

　せる要因になるであろう、

6）親から子供への所得移転をすべて人的投資に「移転」をあてれば，それは将

　来にわたって所得効果を持つようになり，親世代から子供世代へのすべての所得

　移転を人的投資に割り当てようとする誘因を持つ．本モデルでは，既に述べたよ

　うに，強い制約として所得移転のうち人的投資の割合αを一定の値にして外生

　的に扱っている．このように扱う理由は，αの外生的な変化により，定常状態で

　の所得水準がどのように変わるかを調ぺることが本稿の重要な部分であるからで

　ある．

7）すなわち，所得水準の差分方程式として表さなけれぱならない．

8）　これに似た効用関数の最大化の問題については，Becker＆Tomes（1979，

　1157），及びDavis＆Kuhn（1991）を参照されたい．

9）従って子供の所得と親の消費との関係は，X．1＝θ／（1一θ）C’の関係にある．

1O）艘乱項による影響も考慮した世代間の所得移転経路は第5節で調べる．

11）親からの先天的な要因α1などによる定常状態での平均所得水準への影響は，

　当該パラメーターに対して偏微分してそれぞれの符号を調ぺることにより確認で

　きる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o］α十1－o1
12）所得の移転経路が発散する貯蓄率の範囲は1〉θ＞　　　　　である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻α十1一αl
13）　このθの範囲は，後述するように，安定性を保証するθの範囲と一致するの

　で，安定性を保証するかぎり，政府支出の増加は定常状態の所得水準を増加させ

　る．
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　14）課税を考慮する場合，所得の移転経路が発散する貯蓄率の範囲は，1〉θ〉
　　　α1α十1一α1
　　　　　　　　　　である．
　　口1α（1＋T）十1一αl

　15）分散式を導き出す過程については〈補論〉を参照されたい．

　16）　この場合の分散式の導き出す過程についても＜補論〉を参照されたい．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学大学院博士課程）
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